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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２２年１０月２８日（火）午前１０時　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午後　０時７分　閉会

１．場所

大会議室

１．出席委員
委 員 長
 三好義治 
 副委員長
 村上英明 
 委　　員
 川端福江
委　　員
 三宅秀明 
 委　　員
 上村高義 
 委　　員
 野口　博

１．欠席委員
なし


　
　
　
　

１．説明のため出席した者
市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝
市長公室長　羽原　修
 同室次長　山本和憲
同室参事兼秘書課長　井口久和　　政策推進課長　山口　猛
同課参事　小矢田博子
 人事課長　石原幸一郎

人権室人権推進課長　林　彰彦　　　同課参事　中村実彦

人権室女性政策課長　牛渡長子
総務部長　有山　泉
 同部次長兼財政課長　北野人士
同部参事兼総務防災課長　布川　博　　同部参事兼法制文書課長　奥　幸市
情報政策課長　柳瀬哲宏
 市民税課長　川﨑敏康　　　固定資産税課長　中西利之


 納税課長　野村眞二
 工事検査室長　宮木茂実
会計管理者　寺西義隆
監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　寺本敏彦
同局局次長　豊田拓夫
消防長　北居　一
 消防本部理事　浜崎健児

同本部参事兼警備第１課長　本山　勝　　同本部総務課長　熊野　誠

同課参事　明原　修
 予防課長　森　一男　　警備第１課参事　納家浩二

警備第２課長　樋上繁昭
 同課参事　堤　仁志

１．出席した議会事務局職員
事務局長　野杁雄三
 同局参事　池上　彰

１．審査案件（審査順）
　　認定第１号　平成２１年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分
　　認定第５号　平成２１年度摂津市財産区財産特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○三好義治委員長　ただいまから総務常

任委員会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は、川端委

員を指名します。

　先日に引き続き、認定第１号所管分の

審査を行います。質疑ありませんか。

　上村委員。

○上村高義委員　私のほうからは、まず

１点目に、財政状況ということについて

お尋ねいたします。

　平成２１年度決算で経常収支比率が９

２．８％ということと、基金残高が５０

億６，０００万円ということでございま

す。ただ、先般出されました中期の財政

見通しでは市税収入が大幅に落ち込むと

いうことで平成２８年度、基金がマイナ

スの３６億８，８００万円の赤字になる

という見込みでございます。過去にも、

こういった中期財政見通しが出されて平

成１７年度には赤字再建団体になるとい

うこともありました。しかし、それを何

とかクリアして今日に至っているわけで

すけども、見通しは見通しとして、この

ことをどうとらえられているのかという

ことをお答えください。

　それともう一つ、摂津市は、不交付団

体が続いておりまして、今年度、現状で

は大阪府下では摂津市と田尻町というこ

とになっております。

　このことは、野口委員からも不交付団

体のことをどう考えていますかという質

問があったんですけど、明確な答えがな

かったんでね。この不交付団体になった

ということをどのように考えているのか、

とらえ方を１回お聞かせください。

　それと、人件費についてお尋ねいたし

ます。決算では摂津市の平成２１年度人

件費６９億円ということになっておりま

す。このことで、摂津市職員の給与のラ

スパイレス指数が現在どうなっているの

かということ、府内の順位がどうなって

いるのかということで。平成２１年１１

月の分はこのハンドブック出ていますけ

ども、最新の見込みがわかるようであれ

ば、１１月なんで平成２２年１１月版が

もうすぐ出るころだと思いますけども、

これをまず教えてください。

　それと３点目、広報についてお尋ねい

たします。摂津市の広報は毎月１日と１

５日ということで発行しておりますけど

も、この発行した広報せっつが今、全世

帯に渡るようにいっていると思うんです

けども、その行き渡る率が、どうなって

いるのかなということと、あと、摂津市

には昼間人口が多いということで、この

広報せっつを摂津市に働く人も見る仕組

みがどうなっているのかなということと、

実際、どういう運営をしているのかとい

うことをお答えください。

　次に、統計調査事務についてお尋ねい

たします。統計調査事務は、この摂津市

統計要覧はそこがつくるんですかね。こ

の統計要覧がどう生かされてきたかとい

うことと、さまざまな摂津市の計画の中

に子育てプランとか、地域福祉等々には

生かされていると思うんですけども、こ

のデータの生かし方というのは、どのよ

うな形で提供されているのかということ

を教えてください。

　あと、納税事務について、納税課の役

割としては、税金をきっちり納めてもら

うように、納めた税金をきっちり入れる

ということと、あと滞納した人等に督促

をするということとが仕事であるんです

けども、実際、納税者の声というのはど

うとらえられているのかということと、

とらえる仕組みになっているのかという

ことを、現在状況を、もし、窓口で納税

者のどういった意見があったのかと、そ
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れをどうとらえられているとか等々があ

ればお答えください。

　それと、６点目、自主防災訓練につい

てお尋ねします。地域の自主防災訓練、

各小学校区など１２の地区で毎年開催さ

れております。これの参加人数がどうで

あったのかということと、自主防災組織

に対する地域防災計画に書かれている役

割と現状とがどうなのかということと、

評価をお答えいただきたいと思います。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　まず、１点目でござ

いますが、中期財政見通しでお示しさせ

ていただきました平成２８年度の累積赤

字額３６億８，８００万円をどうとらえ

るのかというご質問でございます。これ

につきましては、現在、見込み得る数値

を条件に見通した結果として３６億８，

８００万円の赤字が発生する見通しを立

てております。

　過去にも平成１０年に、財政健全化計

画、作成させていただきました。それも

平成１７年赤字に落ちるというような財

政見通しがあった中で、第１次から第３

次までの行財政改革が行われたことがご

ざいます。この結果、１次から３次まで

に行革効果として約１５４億円の財政効

果を目指していた。

　この行革と合わせまして地方債制度の

変遷と申しますか、資本費平準化債であ

りますとか、あるいは臨時財政対策債で

ありますとか、退職手当債でありますと

か、こういう地方債の要件も変わってま

いりました。こういうことも受けまして、

現在のところ、財政は今の状況を保って

おるところでございます。

　３６億８，８００万円の累積赤字につ

きましては、現在、実行中でございます

第４次行財政改革を着実に実施すること

によって、累積赤字の解消と必要な基金

の額の温存を図ってまいりたいと考えて

おるところでございます。

　あと、２点目の平成２２年度、摂津市

が普通交付税の不交付団体であると、こ

れをどう評価するかということでござい

ますが、先日の野口委員も同じような趣

旨のご質問がございました。現在、経済

対策等で今年度は普通交付税の出口ベー

スで１兆円近く積まれてところでござい

ます。この効果もありまして、近隣市が、

交付なりに転落された、転落という言葉

がふさわしいかどうかちょっとわかりま

せんが、私としましては、交付税の不交

付団体ということは財政力が強いという

ことでございます。この間もご答弁させ

ていただきましたが、平成２２年度の財

政規模は、１８５億７，０００万円でご

ざいます。これに対しまして基準財政需

要額が、１２７億９，４００万円でござ

います。この差がいわゆる留保財源と申

しまして、１２７億９，０００万円相当

が、国が考えますいわゆるナショナルス

タンダードの標準行政であると、それを

上回る財政規模であります摂津市、ここ

の留保財源を使いまして市の単独政策を

展開してまいったということでございま

すので、こういうことで我々としては、

不交付団体はいわゆる財政余力があると

いう認識をいたしておるところでござい

ます。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　ラスパイレス指数の現

状についてということであったかと思い

ますが、平成２２年度の今、現在の見込

みといたしまして９８．４％となってお

ります。まだ府内全体のラスパイレス指

数が示されておりませんので、本市の状

況としまして９８．４％のものとなって

おります。

　ちなみに、昨年平成２１年のラスパイ
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ラス指数で申しますと、摂津市が９８．

３％でありました。府内市町村の順位で

いきますと２３位となっております。

○三好義治委員長　井口参事。

○井口市長公室参事　お問いの昼間人口

が多い中、摂津市が広報に対する取り組

み、情報発信はどうなっているのかとい

うことだと思いますが、広報につきまし

ては、前回の質問にもございましたけれ

ども、１日号と１５日号がございまして、

平成２１年度からはカラー化と、１日号

を全戸配布に切りかえており、ページも

８ページに増加させていただいておりま

す。そして、全戸配布と申しますと、各

家庭だけではなく事業所も込みで全体で

４万３，０００部を配布するという形を

とっております。

　１５日号では、自治会配布としまして、

２万６，０００部という実績が残ってお

ります。ただ、事業所で働く方々、皆さ

んに見てもらえるかどうかというのは、

広報が全部その責任、役割を担えている

かというと十分ではないと私も思います。

限界があるかと思いますが、やっぱりそ

の補完的な意味を持ちましてホームペー

ジの活用ですとか、日刊紙、マスコミ等

への情報提供、これによって市外の方に

も摂津市の状況をどんどん発信していけ

るのではないかなと考えておりますので、

皆さんに摂津市のことをよく知っていた

だけるように、働いている摂津市のこと

をよくわかっていただけるような情報発

信に今後努めたいと思っております。

○三好義治委員長　小矢田参事。

○小矢田政策推進課参事　それでは、私

のほうから統計要覧に関するご質問につ

いてご答弁申し上げます。

　統計要覧につきましては、年１回発行

しておりまして、内容につきましては、

本市の人口、産業、社会、教育、福祉な

どの各分野にわたる基本的な統計資料を

総合的に収録したものになっております。

　発行した際には、庁内においては必要

なところにつきましては、関係各課に統

計のほうまでとりに来ていただき、また

ポケットデータも作成いたしまして視察

の際に渡していただいたりしております。

希望があれば民間事業所の方には１冊１，

０００円で販売をしております。そのよ

うな形で情報の提供ということをさせて

いただいております。

○三好義治委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　それでは、ただい

まの統計データにつきまして活用の仕方

というふうなことでございましたので、

私のほうからお答え申し上げます。

　今、委員ご指摘いただきましたとおり、

この統計データを活用するということは

非常に大切なことであるというふうに考

えております。これらさまざまな情報を

しっかりと分析をして今後の政策立案や

施策の展開に生かしていくということは

基本的なこと、大切なことであると考え

ております。

　また、今後のまちづくりの総合計画策

定を現在、議会のほうに上げております

けれども、まちづくりや地域におけます

さまざまな課題を解決するために、その

データの分析、事後検証を基本とした現

状分析等、把握をしっかりと行うととも

に、政策立案に必要な情報の蓄積、それ

の共有化を図ること、そして幅広い視点

を持ちながら施策間の連携を図ることが

必要不可欠であるというふうに考えてお

ります。

　現状における取り組みとしましては、

平成２３年度からの新たなる総合計画の

基本計画を現在、策定中でございますけ

れども、この策定に当たりましては、施

策に関係する社会経済動向でございます
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とか、その施策に関係する本市の状況、

さらには施策の対象者の変化等につきま

して可能な限り本市の統計データ、また

は国の基幹統計データ、こちらのほうを

活用するということにしております。ま

た、これらを時系列で分析した上で新し

い施策の展開を考えていくというそうい

う過程を重視をしております。

　ただ、このデータの活用ということに

つきましては、完全にしっかりとでき切

れているかといいますとそうではない部

分もございますので、今後につきまして

は、政策立案、その実行もさることなが

ら、これまで以上にその成果、反省点等

の検証に努めますとともに、今後の需要

などの動向の把握でございますとか、施

策の展開の方向につきまして、統計デー

タやさまざまな情報を最大限活用して、

より戦略的な施策展開が図れるように取

り組んでまいりたいというふうに考えて

おります。

○三好義治委員長　野村課長。

○野村納税課長　それでは、納税課に係

ります部分で、納税者の声のとらえ方に

ついてということでございます。

　納税課の窓口であったり電話の相談等々

ございますが、第１次的には納付相談と

いう中身が多いわけですが、その中でや

はり納付相談ということですので現状の

生活の状況が変わって納付が困難とかい

う場合には、いろんな、例えば、個人的

な理由で納付ができない場合とか、金銭

的な問題であるとか、生活の状態が変わっ

たというような場合については、それぞ

れ市民相談窓口のつなぎであったり、生

活状況の問題で行政で可能なところであ

れば福祉へのつなぎとか、そういうふう

な対応は行っております。

　ただ、納税者個々の不満とかいうのも

正直聞いている部分はございます。その

部分は客観的な部分もあったり、主観的

な部分もございますので制度的な部分に

ついては、極力私どもで答えられる部分

は返答はさせていただいておりますが、

よりそれぞれの分野、専門的な部分につ

いては関係課のほうに連絡するか、直接

つながせてもらっているというようなと

ころもございます。

　どうしても主観的な部分への不満につ

いては、なかなか我々行政として公平な

市民サービスを行う観点からの説明とい

うような形での対応をさせてもらってい

るところです。

○三好義治委員長　布川参事。

○布川総務部参事　それでは、自主防災

組織についてのご質問についてご答弁さ

せていただきます。

　平成２１年度中でございますが、自主

防災組織は１１地区、１１団体の結成で

ございます。

　去年度末で１地区結成がされましたが

訓練は未実施でございます。それと１１

地区のうち防災訓練を実施されましたの

は１０地区でございます。その１０地区

各々２００人程度、総数で申し上げます

と２，１９４人の方が参加されておりま

す。

　それと防災計画の役割と現状、現場で

どういうふうに活用されているのか、ど

ういうふうな動きなのかというご主旨だ

と思いますが、自主防災組織のやってお

りますこの訓練の会場では、心肺蘇生、

それから消火訓練、緊急連絡の訓練など

実践的なものをずっと行っておるわけで

ございます。

　内容につきましては、防災計画に基づ

くような形で、現場で皆さんがどのよう

な形で自分の命が守れるのか、地域でど

ういうふうに協力できるのかという形の

実践をしていただいておりますが、どう
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しても年に１回ということになりますの

で、去年やったことを忘れたというお話

もあったり、初めての方は、どうしたら

いいのかわからないという現場の声も多

少お聞きはしておりますけども、これを

重ねることによって身につけていただく。

それから、実施している訓練内容、実践

的に習得していただきやすいような内容

にいろいろくふうしていくように自主防

の皆さんとともども今後とも検討してま

いりたいと思っております。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　財政見通しで過去にも

赤字再建団体になるという見込みがあり

ながら、現在、結果的に不交付団体になっ

ているということで、非常に健全な財政

運営をしておるわけですけども、これが

できた理由は何かというのをきっちり、

やっぱり、たばこ税もありますけども、

しかし、いろんな行革もし、そして市民

に協力をしてもらいながらきょうに至っ

ておるわけです。このことは大事なこと

であって、それを今後もしていかなけれ

ばならないと思っております。ただ、こ

の市税収入が大幅に落ち込むという見込

みを立てておりますけども、それに対し

て、実際、これは相手任せだという思い

ではやはりだめだという気もするんです

よ。やはり、市税収入が伸びる政策もし

ていかなければならないのではないかな

と思っています。

　平成２５年度以降は、今の見通しで１

７３億円でずっと推移するという見込み

をしております。しかし、まず、このよ

うなことは私自身、あり得ないと思って

おるわけですよ。こんな日本の経済が６

年も平行状態ということは考えられない

と思っていますし、摂津市としてもやは

り独自の策を講じていかなくてはならな

いというふうに思っています。

　とりわけ、今、たばこ税が臨時的に入っ

てきておりますけども、このたばこ税と

いうものは、私から言わすと突発的な、

突発的というか思わぬ財源だという部分

が非常にあると。これをすべて使い切っ

てしまうということは、将来的にこの３

６億円の赤字を見た場合には、非常に危

惧されるわけですよ。やはり、このたば

こ税というものの取り扱いについては、

ことしも多分、平成２２年度も入ってく

る予定だということと思っています。こ

れをまた、平成２３年度中に全部使い切

るということであれば、ますます赤字の

額がふえていくわけですから、たばこ税

というものは、例えば入ってくる額の何

割かは基金に積むんだという考えを示し

ていかないとだめだというふうに思って

おるんですけども、そういう考えがある

んであればお示しいただきたい。私は、

すべてたばこ税を使うべきでないという

ふうに思っています。貴重な財源であっ

て、将来的に基金がふえる見込みであれ

ばそれはいいんですよ、使っても。しか

し、将来の予測が３６億円の赤字になる

という見込みであれば、そう予測される

中で全部使い切るということはいささか

おかしいのではないかなという思いがあ

りますので考え方をお聞かせください。

　それと、人件費の問題について再度質

問しますけれども、ラスパイレス指数が

平成２２年度見込みが９８．４％である

ということであります。昨年は９８．３

％で府内順位が２３位であったというこ

とであります。多分９８．４％だと同レ

ベルの二十数位ぐらいに位置づけされる

のではないかと見込まれるわけですけど

も、しかし、摂津市は不交付団体になっ

て、大阪府下では１位の優秀な自治体な

んです。その自治体の皆さんの給料が、

２３位というのはやはりおかしいと思わ
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ざるを得ないと私は思っています。まし

てや、地域手当も６％ということでほか

の市よりも安いということ、これは、摂

津市内に努めている皆さんの市民の所得

と比べてということでありますけども、

やはり、そのことも摂津市の財政状況か

ら見ると違和感があると。皆さんも、職

員もそのことをどう思っているか、満足

しているのかということもあるんですけ

ど、それを満足と言われたら私、立場が

ないんですけども、しかし、一生懸命仕

事をしてもらうためには、やはりそれな

りの給料をもらうということもね。その

結果、今は、財政的には非常に優秀な団

体であるということ、結果的ですよ。将

来もこれが保障されると限らないですけ

ども、平成２１年度、結果的には優秀な

財政運営をした団体ということで不交付

団体になったわけですから。そのことが

やはり非常に重要でないかなというよう

に思っています。

　それと、今、人事院勧告に基づいて給

料と期末手当の引き下げが言われていま

す。先般の国会でも論議されていまして、

国家公務員の給与、人事院勧告に基づく

数字に基づいて下げるんですかと言われ

たときに、片山大臣が人事院勧告は尊重

しながら検討してまいりたいというよう

なコメントをしておりました。

　民主党は、人件費を２０％削減します

というマニフェストを出している中で、

今、人事院勧告で言われているその数字

とは非常にかけ離れているんで、それで

いいんですかという論点だったんですけ

ども、摂津市を見た場合には、逆に不交

付団体で健全な財政運営をしている中で、

人事院勧告どおり下げるんですかという

ことなんですよ。そのことについて再度、

意見を聞かせてください。

　それと、広報について、先ほど井口参

事のほうから答弁がありましたけども、

市民については４万３，０００部配布し

ているということで、市民の皆様はほぼ

見ているだろうということで。ただ、企

業の方については、企業には配布してい

るけれども社員が見ているかどうかは不

確かだということでした。しかし、あと

日刊紙とか、マスコミ等々で市の取り組

みを発信しているということでありまし

たけども、私は、それだけでは十分でな

いというふうに思っています。やはりもっ

ともっと摂津市の取り組みを市内もしく

は市外にも発信すべきではないかなと思っ

ています。

　今、摂津市というまちの名前が、サッ

カーの本田圭佑選手のおかげで若干知れ

わたりましたけども、まだまだ摂津とい

うまちの名前は知られていない。それは

やっぱり広報力が弱いと言わざるを得な

いんですよ。やはり広報担当課の役割と

いうのは、摂津市というものを、市民に

知らせるということも大事ですよ、摂津

市の取り組みを市民に知らせるというこ

とも大事ですけども、市外の人にも知ら

せると。ましてや摂津市に勤めている市

外の人にきっちりと摂津市の取り組みを

理解してもらう仕事の仕方があるのでは

ないかなと思っていますので、そのこと

について考えを聞かせてください。

　統計調査事務について、統計担当の方

と政策の方が２人答弁されて、もっともっ

と生かしていきたいという答弁でありま

した。

　実は、私も、この統計要覧は興味深く

見させていただいております。これは事

実のデータなので貴重なデータでありま

す。ただただ私が求めるのは、やはりこ

の統計を分析して統計学的に何かできる

ものがあるのではないかなという気持ち

があります。財政は図説財政ということ
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で将来の財政見込みを出してくるんです

よ。中期の財政見通しを出しています。

しかし、やはりこの統計を使って将来の

人口予測とか、そんなんも統計学的にで

きるのではないかなということ、そのデー

タをもって各政策に反映していくという

ことが必要ではないかなと思っています。

与えられたデータを収集し加工して、現

状はこうでしたということは、逆に言わ

すと僕はだれでもできると、だれでもで

きるというのはおかしいんですけども、

別に専門職でなくても、ワープロ、パソ

コン、エクセルとか使えればできる。し

かし、このデータを使って分析して次に

展開をする能力とかいったときに、やっ

ぱり専門職的な、もっともっと知見をふ

やして他市との比較とかいうことも必要

ではないかなと思っています。そのこと

についてどう考えておられるのか、聞か

せてください。

　あと、納税事務について今、お答えい

ただきましたけども、窓口等々で市民が

来られたときに、いろんな意見があるん

だということで、やはり基本的には納税

課というものは、市民の皆さんから税金

を納めたいただいているという感謝の気

持ちがあって、納税者の声というのもやっ

ぱり貴重であって、その意見を積極的に

聞き入れるというか、集めるというか、

そういうことが求められるんではないか

なと思っています。いろんな市民の声が

生活環境部の自治振興課等々に来ますよ。

来ますけどもやはり納税を所管している

課としては、やっぱり納税者の声という

のは、例えば、アンケートを出したりと

かするということを、納税課のほうから、

納税という観点から市民の意見を聞くと

いう取り組みが必要ではないかなと思い

ます。

　ですから、納税者といいますと市民も

おれば企業も法人もおられるわけですか

ら、法人の声を聞くとか、そういう取り

組みも必要ではないかなと思っています。

　これはマーケティングというんですけ

ど、市場調査して皆さんの声を次の市政

に生かすということでは、納税者の声は

非常に大きいのではないかと思っていま

す。そのことについて、考えをお聞かせ

ください。

　あと、自主防災訓練について、地域防

災計画では、この自主防災組織に与えら

れた役割が五、六項目あるんですよ。そ

のときに、初期の安否確認というのが示

されておるわけです。

　今も奄美大島で水害が起きて大惨事に

なってますけども、阪神・淡路大地震等々

でも、やはり災害があったときの初期の

住民の被災状況がどうなのかというのが

やっぱり市長、対策本部長が一番気にか

けることではないかなと、どこにどうい

う状況、災害が起きているのかというの

を即座にキャッチしてそこに消防なり、

だれかを集中的に派遣するということが

必要であって、現在、自主防災組織、各

地区で立ち上がりました。これは非常に

いいことなので、これをもっともっと有

効に活用していくためには実践的に、よ

り実用的に災害が起こったときにどう対

応するかと考えたときに、はい、安否確

認という。だから、地域防災計画の中で

は様式があって、様式を提出することに

なっているんですよね。これはだれが提

出するか、明確でないんですけども、被

災状況を本部長に出すことになっている

んですよね。人的被害状況報告書や家屋

被害状況報告書等々を出すようになって

いるんですけど。だれが出すか。だれが

調べて出すんですかという非常に不明確

なんですよ。市の職員が行くのか、市の

職員が各自治会を廻って被害状況調査を
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現実的には無理ですよね。消防団が行く

のか、あるいは消防署が行くのか。やっ

ぱり自主防災組織を今、作っている以上

は、自主防災組織の中で各自治会なり、

あるいは民生委員なりが近くの人を見に

いって調べて、そして被災状況を報告す

るということが想定されるわけです。

　やはり、訓練の中でも何世帯あってきょ

うの参加人数は何人でしたというような

報告をする仕組みを指導していかなけれ

ばならないんじゃないかなと思っていま

すし、ましてや事務報告に自主防災訓練

の実施結果が掲載されていないんですよ。

だから、やった以上はここにちゃんと掲

載して報告をして、そして何月何日、何

人参加のもとでやりましたと。自治会、

世帯が何ぼあって何人あったというのが

本当は一番いいんですけど、そういう習

慣をつけるということも訓練なんで、そ

のことを指導するようにしていただきた

いと思っていますので、そのことについ

てどうお考えなのかをお聞かせください。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　基金のお話でござい

ますが、平成５年がピークになるんです

が、このときの摂津市のすべての基金は

１１４億４，０００万円ございました。

このうち、財政調整基金、減債基金、公

共施設整備基金、いわゆる主要３基金で

９５億円を占めておりました。これが平

成１７年の財政危機に非常に有効に働い

てきたという現実がございます。

　先ほどのご質問の中で、たばこ税の増

収が既に先日のご質問でもございました

が、１０月を越えて課税限度額が１５億

５，０００万円程度ですので、課税限度

額を超えるたばこ税収がございます。１

５億５，０００万円と当初予算が６億７，

０００万円程度組んでおりますのでその

差を考えますと一般財源ベースで８億８，

０００万円程度ございます。このことに

ついて、私どもは今、１２月の補正予算

においてたばこ税増収分を計上し、その

部分全体として２０億円程度税収がある

としましたら、一般財源増収分を８億８，

０００万円程度、あと課税限度額を越え

る部分４億５，０００万円についてはこ

れは大阪府に交付しなければなりません。

そういう意味もありまして今、現状財政

としての考えはたばこ税増収分について

は、直ちに財政調整基金に積ませていた

だきまして平成２３年度以降の対応にし

てまいりたいとそう考えております。

　また、摂津市の財政の平成２１年度決

算を受けました特徴的な点でございます

が、先ほどの交付税不交付のお話もござ

います。歳入で申し上げますと、これは

ちょっと平成２０年度の指標になるんで

すが、類似団体という考え方もございま

す。これは人口規模といわゆる産業構造

が似通った市を集めまして、その決算額

を加重平均するという考え方でございま

して、この資料で市民１人当たりの額に

しますと、例えば、市税は平成２０年度

の摂津市の１人当たりの額でございます

が、これが２３万８，４２７円です。こ

れに対しまして類似団体は、１６万１，

６８６円でございます。今、議論がござ

いました地方交付税、もちろん摂津市は

特別交付税だけでございますが、これを

１人当たりに直しますと２，７３７円、

類似団体は３万３７３円となっています。

　それと歳出の特徴点でございますが、

人件費の議論でもありましたが、人件費

を出してまいりますと、摂津市は市民１

人当たり８万４８２円、類似団体は６万

３，５０７円でございます。それと扶助

費、これも特徴的な点でございます。摂

津市は、６万７，５７７円に対しまして、

類似団体は、５万４，０１５円となって
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おります。

　あと、摂津市の大きな特徴でございま

すが、下水道整備を一気にした結果、繰

出金が大きくなっております。繰出金と

いう性質で見てまいりますと摂津市は４

万９，２５０円、類似団体は３万２，７

８５円となっています。

　こういうところで決算から見てまいり

ますと財政構図が見えてくるのかなとい

うふうに理解しておるところでございま

す。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　人事院勧告についてで

ございますが、これまで本市では給与改

定につきましては、国公準拠を基本に改

定を行っておるところでございます。と

いいますのも、地公法の中で職員の給与

につきましては、生計費並びに国、地方

公共団体の職員並びに民間事業の従業員

の従事者の給与、それらを考慮して定め

なければならないというふうになってお

ります。

　国家公務員の給与には人事院勧告によっ

て既にその生計費でありますとか、民間

賃金についての考慮が組み込まれている

ところでありますので、国家公務員の給

与に準ずるとすれば、それらの要件が満

たされ、また、そのことによって市民へ

の公務員の給与というのが一定理解を得

られやすいものになるのかなというとこ

ろで、これまでも国公準拠を行っている

ところであります。

　また、今年度につきましてもこれから

国公準拠を基本に職員組合のほうと交渉

を行っていくところでございます。

○三好義治委員長　井口参事。

○井口市長公室参事　委員ご指摘の広報

力が弱いのではないかということでござ

いますが、広報といたしましては、今、

広報紙、ホームページ、マスコミ、記者

クラブ等への情報提供、このツールを持っ

ておるわけでございますが、まだまだこ

のツールを生かし切れていない、特に広

報紙はどうしても紙面で市内配布という

ことですから限界がございますが、ホー

ムページですとか、マスコミへの情報提

供、これはまだまだ生かしていける余地

はあると思っております。

　それで、どうすればツールを全部生か

せるかといいますと、これが決め手だと

いうものはなかなかないわけですが、粘

り強く情報発信していく、報道提供して

いくというのももちろんなんですけども、

職員一人一人が広報の意識を持って仕事

に取り組んでいただいて、広報の方にも

情報を積極的に持ち寄って、広報が記者

等へ発表していく、提供していくという、

この流れができないことにはなかなか伸

びていかないと思っております。

　ですから、これからは広報の職員のレ

ベルアップ、センスアップ、タイムリー

に発信していくのはもちろんなんですけ

れども、職員一人一人の心がけ、意識を

もう少し伸ばしていくように努めていけ

たらなと思っております。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　今後、統計学を生

かすような形で専門職の活用をというお

問いでございますのでご答弁を申し上げ

ます。

　我々といたしましても、委員ご指摘の

ように今、現在いろんなデータがござい

ます。それをどう活用するか、将来の市

のまちづくり施策に関してどのように活

用していくか、また、展開をしていくか

ということは一定の課題であるというこ

とは我々としても感じているところであ

ります。

　しかしながら、全体の職員数を第４次

行革におきまして６６０名という数字を
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目標に掲げております。現在、６９１名

ということで現在よりも職員数全体が少

なくなるという中で、我々といたしまし

てはその課題をどう解決するかというこ

とを今後研究していかなければならない

ということは認識いたしております。

　職員採用全体の現在の状況で申します

と、以前は事務的な職員につきましては

余り専門職的な縛りを設けず、広く採用

して募集しておったというところでござ

いますが、昨今の市民ニーズの拡大、広

がりを含めて、昨今は福祉的な資格をお

持ちの方を随時事務職ではございますが、

福祉部門を中心にして配属をしていると

いうようなことの努力もさせていただい

ております。

　今、ご指摘の統計学を専門的に活用で

きる職員、また、そういう職員を育てて

いくということは我々としても課題の一

つであるということは認識をいたしてお

ります。

○三好義治委員長　有山部長。

○有山総務部長　納税者の声をとらえて

いくということで、市民の声を聞く、マー

ケティングについてなんですが、確かに、

私ども行政、非常にこの部分が弱い部分

でございます。現在、策定をいたしてお

ります総合計画においても当初において

まちづくりの方向としていろいろな統計

調査をさせていただいておるところでご

ざいますが、また、福祉等の個別計画に

おいても、当初においてそのような調査

をしているのですが、その後の進行管理

としてそれらの調査、マーケティングに

ついて今、現在、力としては弱いという

ふうに思っております。

　それから、今回、３年ごとに今まで平

成１４年から市民意向調査という形で、

施策に対しまして一定の住民の満足度、

施策の内容をお示ししてその満足度、あ

るいはニーズ調査ということをやってき

ました。こういう住民意見の分析も含め

て今後こういうものを活用しながら納税

者の声をとらえていきたいと思っており

ます。

　今、行政評価でＰＤＣＡという一つの

方向をしておりますが、そこにやっぱり

調査という意味でいうと、リサーチといっ

たことが必要になってくるというふうに

考えております。

　現在、策定の総合計画のほうでも地域

住民の役割あるいは事業者の役割、それ

から行政が取り組む役割というような構

成の仕方をしておりますので、今後につ

いては住民のみならず納税者という意味

で広く企業や事業者のご意見というもの

についても調査をしていくような仕組み

が必要だと考えておりますので、直接納

税ということではございませんが、政策

推進課と共同をし、総務、あるいは市長

公室と提携しながらそういう調査、リサー

チということをやっていきたいと思いま

す。

○三好義治委員長　布川参事。

○布川総務部参事　安否確認のお問いに

お答えさせていただきます。

　住民の安全確保というのは行政にとっ

て一番大切な仕事ではないかと考えてお

ります。住民の安否確認から災害復興が

始まるというふうに考えております。委

員ご指摘のように、住民一人一人の安否

確認を行政で行うということは非常に困

難でございます。何といっても地域の皆

様のご協力が不可欠であるということに

なります。

　実際、自主防災組織が行っております

訓練では、先ほど申し上げました会場内

での訓練ももちろんでございますが、自

宅から会場に向かうところから既に訓練

が始まっているというふうに我々は認識
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しております。

　地域の参集地点から会場に来ていただ

くわけですけれども、会場に到着した時

点でリーダーが参加人数を報告いただく

という形をとっております。その中身に

ついてもう少し充実させる必要があるの

かなと思っておりますが、これが最初の

訓練、安否確認作業という形で一応取り

入れてはおります。

　次に委員ご質問いただきました被害の

報告書の件でございます。これは避難所

におきまして市の職員が避難所班に当たっ

ております。その職員が作成して本部長

に報告するということになります。です

から避難所にどれだけ集まったのかとい

うことの報告になります。

　ですから、今後、実態に応じたような

形の安否確認というのはますます充実し

ていかねばならないということになりま

すので、今後内容を検討してますます充

実した方向へ向けていきたいと考えてお

ります。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　実は、先週２０、２１

日に全国市議会議長会研究フォーラムが

大分県でございまして、摂津市のほうか

らも市議会議員１７名が参加しておりま

す。５名の方に留守番をお願いして研修

に行ってきております。

　非常に有意義な研修でございまして、

内容的には、議会改革あるいは議員の倫

理観とか、これから地方分権等が進む中

で議会はどう改革すべきかという論点で

話があって、非常に熱心な討論があって

我々も、興味深く聞かせていただきまし

た。

　ただ、それはそれでよかったんですけ

ど、だんだん後半になるにつれて非常に

私自身で思ったことは、どうもやはり予

算ありき、お金ありきの中での行政運営

というものを議論しておるんじゃないか

なというふうに見えてきました。摂津市

は、不交付団体になって自主財源で運営、

自主自立の自治体とは若干違うところの

論点が見え隠れするので、我々議員は、

何のために仕事をしているのかというこ

とを考えたときに、その研究フォーラム

のことと突き詰めていったときに違和感

を覚えたわけです。やはり我々議員は何

のためにあるのかと、こういうことと市

は何のためにあるのかということ、皆さ

んは何のために仕事をしているのかと考

えたときに、やはり市民のくらし、福祉

の向上、そして市民の生命、財産を守る

ということは、これはもうやるべきこと

であって、それをやっていくとどうなる

のかというのは、非常に悶々としたもの

があって、やはり私は、市税収入が伸び

たり、あるいは人口がふえたりそしてそ

のことが市の発展につながる、市の発展

とはどういうことかと考えたときにそう

いう答えを見出しているんですけども。

これは皆さんもそのことを頭に置いてと

いうことになりますけれども。きょう皆

さんに質問させていただいたのは、そう

いう観点から質問をさせていただいてお

ります。

　税収がおちる、これはほっといていい

わけではない、上げていかなければ、何

とかせなだめなんです。このままほっと

いてその中でやるという手もありますよ、

いずれ国から交付金が来ます。交付金頼

みというのもあります。しかし、それで

いいのかというのが、この研究フォーラ

ムを聞いてて思ったわけです。やはり我々

は、独自で税収確保策を模索しながらし

ていくということが仕事の張り合いにつ

ながるのではないかなというように思っ

ています。これは非常に皆さん担当者ベー

スでは非常に難しいんで、これは市長も
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しくは政治家の答えになるわけですけど

も、その辺を副市長のほうからお答えい

ただきたいということと、あと、職員の

給与の話で、人事院勧告どおり従います

と、国の基準に従いますとこういうこと

でした。

　しかし、この行財政改革の実施計画、

私、この改革という言葉がこの本に合わ

ない、行財政改善実施計画書かなと、改

革というのは変わらなだめなんで、流れ

がね。延長線上のは改革ではないんです。

流れが変わらないと改革にならないんで

すけども。その中にこれは余談ですけど

も、給与の適正化というのがあって、こ

れは現状は国基準になっていないんだと、

２の１です。給料を国に準ずるように見

直ししますと、こう書いてあるわけです

よ。さっきの人勧のところは国基準に合

わせますと、今、摂津市ではこの国基準

になっていないんで。これはもう当然で

せざるを得ないわけですけども、このこ

とはどう考えているのか、これも非常に

組合交渉もあって難しいんで、これは副

市長のほうからお答え願いますかね。

　それと、あと広報についても広報が弱

いと言っているわけではないんですよ。

広報は、現状でも強いんです、さらに強

くしてほしいということを言っているわ

けでありまして、そんな弱くはないんで

す。広報は、さらに強くしてほしい。だ

から、これが摂津市の命運を握っている

んだとぐらいの気持ちでやってほしいと

いうことを言っているんで、ぜひ外部に

向けての発信も、内部だけでなくてやは

り外部ということに目を向け、気持ちを

入れながらいかに発信するかということ。

市長はあいさつ等々でいろいろしゃべっ

ていますけども、やはり職員の皆さんも

外部に対して、摂津市の自慢できること

を三つ言えますかと聞かれたときに言え

ますかということです。摂津市の自慢話

をせめて三つぐらい持っておかないとよ

その市から摂津は悪いなと言われたとき

に、いや、摂津は、実は不交付団体で財

政的には一番なんですよと胸を張って言

えることを持っておかないと。これが広

報ということなんですよ。きのう、野口

議員も、いい面も悪い面もあるというこ

とでいい面もたくさん言ってくれました。

やはり、いい面も自分で見つけておかな

いと、よその市から言われたときに胸を

張って言える。我々が言えるということ

は子どもたちも言えるということなんで

す。広報力というのはそういうことなん

で、だから広報で摂津市の自慢話ができ

るのを、よそに対してですよ、できるの

かということを見つけるということなん

です。それをＰＲしていくということを

ぜひやっていただきたい。

　あと、統計と納税ですよね。マーケティ

ング等があれば将来予測等々、要は、摂

津市に対する利害関係者、ステイクホル

ダーと言うんですが、ステイクホルダー

はだれかと言ったときに、やはり市民な

んですよね。市民で納税者。そして納税

者はだれかと言ったときに、住民税、法

人税があるわけですよ。当然、我々議会

もステイクホルダーですよ、皆さんに対

して。関係市もあるわけですよ。それが、

だれが利害関係者と見つけていったとき

に、そこに対してどう対処しているかと

いうことを考えないと、ということなん

ですよ。ぜひ、そういう視点で取り組ん

でいただきたいと思います。

　そして、自主防災訓練、組織について

は、やはり安否確認というか、それを日

ごろ日常的に常にそういう概念を持って

いるということ。どこの誰か、人は自治

会が一番詳しいのでその人たちがちゃん

と、あの人は大丈夫だったと、大丈夫だっ
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たという情報が欲しいんですよね。それ

があって初めて安心するわけですから。

そういう訓練も必要ではないかなと思い

ますので、さっきやりますと言ったんで

期待してますので、ぜひ、いい結果が出

るようにお願いしたいと思います。

　いろいろ言いましたけども総括的に副

市長のほうから答弁をお願いします。

○三好義治委員長　小野副市長。

○小野副市長　大きく言えば今後の地域

主権の時代の中で本市がどういう形で行

財政運営を進めていくのかということだ

と思います。

　それでこれは、総合計画基本構想審査

特別委員会の中で申し上げましたが、こ

のごろ常に感じているところがあります。

それは副市長会等々で数は少ないんです

けど議論するんですが、職員にもこのご

ろいつも言っている中に、やはり４市１

町で１０９万から１１０万人の市民がお

住まいであると、このいわゆる阪急京都

線、ＪＲ京都線ですね。吹田市が３５万

人ぐらい、高槻市も３５万人で、茨木市

が２７万人。このごろよく聞くのは、こ

れらの市は余り人口を欲しがっておられ

ないというふうに見ます。お隣のまちで

も彩都の問題等いろいろありますが、人

口は確実にふえると。摂津市は総合計画

でも人口は８万人、少ないんではないか

なと。しかも隣の市は特例、特例と中核

市であります。国と直に話できる内容を

持っておるということであります。そう

いうその一つの大きな立ち位置を職員が

基本的に持っておかないと物事は見えて

こないんではないかということを常にこ

のごろ思います。

　それで、この前、総計特別委員会で申

し上げたんですが、摂津の今言われてい

る強みは何なのか、摂津の弱みは一体何

なのか、数多く統計要覧は出てまいりま

す。それでそこをきっちり職員が押さえ

て、その弱みをどうやったら克服できる

かということが、私は総計の一つの形で

あり、今度の行革の一つの中身ではない

かなという気がしてなりません。

　それで、私、このごろ思いますのは、

不交付団体でありますけども、摂津市の

内容は２極構造をしておるというように

思います。一つは、副市長会でも摂津は

いいよなと、不交付団体で富裕団体や、

とこういうふうに言われます。これは世

間から見たらそうなんですが、一方、今、

議論があります市民の一人一人の所得と

いうのは、北摂では最下位であります。

これは一体何を物語っておるのかという

ことなんですね。ですから２００７年で

見ていましても、府下４３市町村の中で、

１位からすべて北摂が占めております。

箕面市が１番で２番が吹田市で３番が豊

中市で４番が豊能、池田と続きます。そ

して摂津市は北摂の７市３町で市民一人

当たりの課税所得はワースト１位であり

ます。にもかかわらず、交付税はいわゆ

る不交付だということでギャップがある。

これはもちろん、言わずもがな、３，７

００社、企業の固定資産税等々があるが

ゆえにこの中身があるということが一つ

ここに大きな摂津市の特徴があります。

　先ほど、人事院勧告に準じなくてもい

いんじゃないかとおっしゃられましたが、

いわゆるその中で摂津市が２００７年、

３２３万円という数字が出ております。

これはデータもう少し見ないとわからな

いですが、職員は６００万円で、市長は

いつも言います、倍はあるんではないか

と。従って摂津市で人事院勧告を自分の

ところでつくれば、多分この給与水準は

守れないだろうと、もっと下げてもらわ

なあかんのじゃないかというのはよく市

長が言うことであります。その現状とい
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うことも一つ押さえておかないと私はい

けないんではないかというふうに考えて

おりまして、どちらにいたしましても、

そういう基本的に二重構造を持っている

摂津市が、これから８万、８万５，００

０人で自立してやっていける道といいま

すか、そこをきっちり職員が基本的に押

さえておかないと、ただ単に日常業務に

忙殺されてそこに問題意識が起こってこ

ない。私はここのところを強く言うんで

す。そこをまず管理職がきちっと押さえ

た上で摂津がどの道を行くかということ

を考えなきゃならないというふうに考え

ております。

　それで、この前、民生常任委員会の中

でも言いましたんですが、扶助費の歳出

圧力はもちろん民生費、教育費に集中し

ておるんですが、この中期財政見通しの

中で見ますと、平成２８年には、これは

一般財源ベースではありませんが歳出ベー

スですが今年、平成２２年度５９億円で、

平成２８年度は約１２０億円になるとい

うふうに予測いたしております。したがっ

て２００％伸びると。そのときの状況を

見たときに、扶助費は削れない、すなわ

ち生活保護費であり、いわゆる障害者問

題であり、児童手当、児童扶養手当、高

齢者支援でありますから、そこのところ

も行革の中できちっと押さえなければ、

私はならない。現実はそういうことが見

えているわけですから、これはやっぱり

国、府の補助がどうあるべきかというこ

とを一方ではやりながら、平松市長が言っ

たように生活保護費については国がやる

べきだと、うちでも２２億円にはなって

いると思いますが、そこのこともやはり

もう一度職員に訴えかけなければならな

いと基本的に思っています。そういうこ

とが見えたときに今後の摂津市はどうあ

るべきかということはおのずから見えて

くると私は思いますので、そこの大きな

幹のところは、私は踏まえていかなけれ

ばならないというのが基本的に思ってい

ること、そしてその弱みをどう克服する

かということを議会でも議論させてもら

いながら各所管でどうやったら摂津市を

守っていけるということを考えるべきだ

というふうに今思っているところであり

ます。

　それで、この給与表の問題であります

が、私は、これを書いておるのは、今ま

で摂津市の行革の中で職員給与のいたみ

というのは全職員でわかちあってきまし

た。管理職、一般職、全部でわかちあっ

てきました。私が人事担当のときはラス

パイレス指数は１３２までありました。

国の給与が１００で１３２までいきまし

た。全国でもベスト１０ぐらいまでに入っ

たときもあったと思います。これは全体

でもそうであったんですが、今は９８で

ありますから私は一律にこのいたみを出

すということではだめだと思っておりま

して、この行革の中で大事な点はまず、

私はうちなる改革といいますか、今、言

われた１７ページぐらいまで書いてある

ことを具体的に手をつけるべきではない

かと、市民に求める前にまず、今、言わ

れた給与制度問題というのは、このラス

パイレス指数９８．３でありますからこ

の給与の分配をどうすれば一番ベストな

のかと、ここに問題があるのは行政職俸

給表（二）の問題であります。いわゆる

行１表と行２表は、摂津市は統合いたし

ております。その行２表問題を本当に議

論をしないと分配論の形にならないでは

ないかと。私が人事時代にやってまいり

ましたのは、職員は同じ仕事をするんだ

から現業職員であろうが一般職員であろ

うが同じ給料を払うのが当たり前だとい

う議論で今日までやってまいりました。
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このやり方は府下全市が今、やっており

ます。摂津市だけではございません。し

かしながら、仕事の中身と、年齢が上がっ

ていって技術が安定する、一般職は研修

もし、自己研さんして一定技術力も上がっ

てくる、知識が上がってくるとこういう

昇給曲線問題をどういうふうに解決する

か、私はこれからの給与問題というのは

パイの中で職員一人一人がどうやって公

平になるような給料の支払いをすべきか

というのがいわゆるこの人事給与制度改

革の給与表の中身であります。

　いずれにいたしましても、私はここに

書いてある中で、やりがいとか存在感が

持てる、また公平な人事給与制度という

ことを考えていくべきだというふうに考

えております。

　それで、この前も平成２１年の組織機

構改革の件で、係長ヒアリング、課長ヒ

アリングをしてくれました。この中で職

員が何の問題を持っているかと言えば、

組織の課題を解決できる人材が不足して

おると、指示待ちの職員が多いと、人の

数より質だと、企画立案する時間的余裕

がない、課長が実務をして追いまくられ

ていると、こういうことが出ております。

　したがって、こういうことも含めて、

私はまず、内部でみんながある程度理解

ができるそういう人事給与制度も含めた

形をきちっととった上でここに書いてあ

りますこの行革を行った上で私は次に事

務事業の民営化の問題も並行してやるべ

きだと、ここのことをいま一度具体的に

指示をして、具体的にここに書かれてい

ることをどうやってやっていくのと。い

わゆる希望任用であったり、職種替え試

験であったり、職員研修であったり、こ

こをまず私は職員に管理職に問いたいし、

市長、私どものほうからメッセージ出し

ていきたいなという、そういう思いで改

革をしていかなきゃならないと思ってい

ます。

　まず、給料表の問題はそういうことで

ございますし、今後の行財政運営につい

ては摂津市の立ち位置をきっちり職員が

自覚をする、危機感を持つ、そして摂津

の利点である市民との目線が非常に近い、

そこのところから法令、条例の改正等の

発想も３５万人の市じゃありませんから

市民との接触が多いわけで、そこに必ず

いろんな問題があり、それを職員がきっ

と受けとめやすいこと、これは利点であ

りますから、摂津らしい行財政運営はそ

ういうことも考えていかなければならな

いんじゃないかということを改めて質問

をしていきまして基本的な観点でそうい

うことを考えていることを申し上げたい

というふうに思っています。

○三好義治委員長　村上委員。

○村上英明委員　一昨日、また本日とい

うことでさまざまな観点からいくつもご

質問もされ、議論もされているという状

況でございますけども、私から何点か質

問をさせていただきたいなというふうに

思っております。

　まず、初めに１点目なんですけども、

歳入歳出決算の２８ページということで、

一昨日、三宅委員のほうからも、不納欠

損ということも若干質問をされました。

その中で、私のほうは収入未済額につき

ましてご質問をさせていただきたいと思っ

ております。

　市税では約１０億９，０００万円とい

うことでございましたけれども、その中

で市民税では５億円、固定資産税は約４

億円ということでございます。そういう

中でやはり不納欠損というのはしっかり

と減額に向けて取り組んでいくというの

が一つの税の公平性という観点からある

のではないかなというように思います。
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　そういう中で所管課の職員の方々につ

きましても、やはりこういう観点から減

額に向けていろいろと努力をされている

かと思いますけども、市税の収入未済額

減額に向けて、原課としてどういう取り

組みをされているのかなというのが１点

お尋ねをしたいなと思います。

　それから、２点目なんですけども、事

務報告書の５８ページで、基幹業務オー

プンシステム事業の報告がございました。

その中で平成２１年度の新たなシステム

の導入ということで電子申告システムと

いうのが導入をされているということで

ございます。対象税目につきましては、

法人市民税とそれから固定資産税の償却

資産、また、公的年金の特別徴収という

ことであったかと思いますけども、平成

２１年度、電子申告システムが導入され

まして、法人市民税、それからまた固定

資産税の申告数、それからこの導入に当

たってどういう評価をされているのかと

いうのをお聞きしたいと思います。

　それから、３点目でございますけども、

決算書の５４ページでございます。この

中に、一般寄附金ということで人権推進

課の分が計上されております。一般寄附

金１００万円ということでございますけ

ども、平成２０年度につきましては１５

０万円だったかと思います。その１００

万円の一般寄附金活用方法について１点

お尋ねをしたいと思います。また、もし、

この寄附金１００万円の使用に残金が生

じた場合、どういう処理をされているの

かというのをお聞きをしたいと思います。

　それから、４点目なんですけども、事

務報告書の８１ページということで完成

検査についてでございます。毎年の事務

報告を見てみますと、やはりこの３月検

査というのは集中しているのかなという

ふうに思います。数年前まではこの３月

の検査数が年間の検査の５０％を超えて

いたかというふうに思いますけども、そ

ういう中でさまざまな委員会、また本会

議でも議論もされる中で若干は減ってき

ているということでございます。平成２

１年度につきましては、全体の４２％だっ

たかと思いますけども、その中で当初設

計、契約時点においてこの３月設定とい

うことでされているのかということをお

尋ねをしたいと思いますし、また、検査

について机上検査、また現場検査いろい

ろとあるかと思いますけども、どういう

内容で検査をされているのかということ

をあわせてお尋ねをしたいなというふう

に思います。

　それから、５点目なんですけども、消

防の関係でございます。決算書の１７３

ページであったかと思いますけども、職

員特別健康診断委託料というのが計上さ

れております。当初予算よりも決算のほ

うが増額になっているということでござ

いますけども、この内容を具体的にお尋

ねをしたいなというふうに思います。

　それから、６点目なんですけども、消

防用設備等設置検査数でございます。事

務報告書の４２２ページであったかと思

いますけども、検査対象物が１３９、そ

れに対して検査済みというのが１１１と

いうことであったかと思います。この差

の理由につきましてお尋ねをしたいと思

います。

　それから、最後なんですけども、今ま

で財政の件でいろいろと議論をされてお

られました。これまでも委員会または本

会議でいろいろと議論をされております

けども、やはりこの市債と基金の関係で

すね。決算におきましては、市債の臨時

財政対策債ということで１１億円、それ

から、それに対して償還が３億円という

ことであったかと思います。そういう中
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で８億円も増額になっているというふう

に思うんですけども。また、退職手当債

ですね、これを５億円発行しておられま

すし、また、減収補てん債につきまして

も、８億４，３００万円の発行というこ

とでございます。そういうことでこの発

行と償還ということを含めまして約２１

億円、市債については増額になっている

のかなとそういうふうに思うんですけど

も、その一方で主要基金につきましても、

取り崩し等々も含めて年度計算でいくと

約３億７，０００万円ほどふえていると

いうような状況でもございますので、改

めて市債の発行と基金の積み立ての件の

お考えをお尋ねをしたいなというふうに

思います。

○三好義治委員長　野村課長。

○野村納税課長　それでは、市税の収入

未済額の縮減への取り組みということで

のご質問にお答えさせていただきます。

　納税課におきましては、税の徴収とい

うことでこれまでも未納の税につきまし

ては督促、文書催告、電話催告や臨戸徴

収等々を実施し、その中でも納付相談の

機会を積極的に設けていきながら税の徴

収率の向上に努めております。

　その中で納税の意思があってもいろん

な事情でなかなか納期内に納税すること

ができないという場合には、計画的な分

割納付もお願いしながら進めております。

その中で残念ながら一向に納税相談等に

も応じていただけないとかいう場合には、

税の公平負担の原則に立ち、財産調査等

を行った中で滞納処分であったり、一昨

日もご質問いただいた不納欠損の中でも

ご答弁申し上げましたが、調査した結果、

押さえる財産がない場合であったり滞納

処分することによって生活が逼迫する場

合等については滞納処分の執行停止に持っ

ていく等々のことを行いながら収入未済

額の減少には努めていっておるというと

ころでございます。

○三好義治委員長　川﨑課長。
○川﨑市民税課長　先ほどの電子申告シ
ステムの中で、市民税課のほうでは平成

２１年１２月１４日からこのシステムを

運用開始しております。

　それでこの実績でございますけれども、

法人市民税関係の届け出で１９０件、ま

た個人市民税の給与支払報告書関係で１，

７６０件ございました。

　それから、電子申告システム導入の評

価でございますけれども、地方税の電子

化を推進することにより納税者の利便性

の向上を図るとともに、地方税務行政の

効率化に寄与するものと考えております。

○三好義治委員長　中西課長。

○中西固定資産税課長　私のほうから償

却資産の電子申告の分につきましてお答

えさせていただきたいと思います。

　固定資産税課におきましても、市民税

課と同様に償却資産の電子申告行ってお

ります。

　平成２１年１２月から運用の準備整い

まして翌年の平成２２年１月から申告の

ほうを開始いたしました。

　申告件数といたしましては、平成２２

年度分の全申告件数２，１５６件のうち、

電子申告によりますものが９５件となっ

ておりまして率といたしまして約４．４

％となっております。

　一応導入前にこの取扱業者とか、先進

市の方に聞いておりました他市の申告状

況等と比較しまして導入初年度としまし

ては、ほぼ同等程度の申告件数となって

いるものと考えております。

　今後におきましても、多くの方にご利

用いただくためにホームページや広報紙、

あるいは申告書に同封しています手引き

等にもその辺のＰＲ内容等記載しまして
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利用率の向上に努めてまいりたいと考え

ております。

○三好義治委員長　熊野課長。

○熊野消防本部総務課長　それでは、職

員特別健康診断委託料についてご説明申

し上げます。

　当初予算額８４万円ですが、これは救

助隊員の心電図検査、Ｂ型肝炎のＨＢs

抗原抗体検査、そのワクチンの接種、季

節性インフルエンザワクチンの接種のた

めの委託料でございます。平成２１年度

には新型インフルエンザのため、厚生労

働省から配分されます医療従事者分とし

て新型インフルエンザワクチンの予防接

種として急遽予備費を充当して増額となっ

たものでございます。

○三好義治委員長　中村参事。

○中村人権推進課参事　人権推進課に係

ります一般寄附金の活用内容及び処理方

法についてご説明申し上げます。

　まず、一般寄附金でございますが、平

成２１年度につきましては、１法人様か

ら１００万円をいただきました。その内

容といたしましては、人間基礎教育に関

する事業に対してということで寄附をお

受けいたしておるところでございます。

人間基礎教育というのは、私どもは、ま

ちづくり、人づくりの基本であり、市の

政策すべてに通じるものと認識しており

ます。

　寄附金を活用いたしました、平成２１

年度の人権推進課におけます執行した主

な内容でございますが、環境センターの

壁面に設置しておりました懸垂幕等が破

損したことによる新たな設置と合わせま

して青少年運動広場にも設置しておりま

した看板の経年劣化等による新規設置及

び人間基礎教育等いろんな事業等を行う

に当たりましての啓発用ののぼりの購入

にかかりました４５万７，４４３円を執

行しております。

　また、参考までになるんですけども、

平成２１年度におけます他の部署での人

間基礎教育に関する予算の執行、活用に

つきましては、教育委員会のほうで啓発

物の購入をされた経過がございます。そ

れともう１点、残金が生じた場合の処理

方法でございますが、この寄附につきま

しては、一たん一般会計のほうでお受け

いたしまして、翌年度予算化という手続

をとらせていただいております。

　したがいまして、お尋ねでございます

残金が生じた場合の処理方法でございま

すが、これは通常一般会計の中の仕組み

で処理をしておるところでございます。

○三好義治委員長　宮木室長。

○宮木工事検査室長　年度末に完成検査

が集中しているようであるが、その対応、

対策はというご趣旨であると考えており

ます。

　平成２１年度の年度末の工事検査につ

きましては、委員ご指摘のとおり本市が

工事請負で発注しております約４２％が

年度末に集中いたしております。年度末

に集中するということにつきましては、

単年度会計という大原則があることから、

ある意味いたし方ないと考えております。

しかしながら、各事業課に対しましては、

年度末の工期設定につきましては、その

年度の３月１５日を完成日とするように

と指導し、また、あわせて工事着手前に

工程表を担当課より提出していただき、

工種ごとの工程設定の妥当性の確認をし

ておるところでございます。

　また、検査の実施内容でございますが、

書類での検査と現場での検査の両方を実

施いたしております。書類での検査につ

きましては、契約書や設計図書、請負業

者から提出されております施工計画書、

材料使用承諾書、監督日誌などの書類に
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基づきまして、その工事の工程、品質、

安全管理などの施工状況の検査を行って

おります。

　次に、現場での検査につきましては、

設計図書や工事出来形管理図などに基づ

きまして、目的といたします構造物の寸

法や高さ、また形状などの出来形検査や

強度性能機能などの、品質検査や完成構

造物の美観性の出来栄え検査などを行っ

ておるところでございます。

○三好義治委員長　森課長。

○森予防課長　消防用設備等設置検査数

における検査届出対象物数１３９件と、

検査済み対象物数の１１１件の差につい

てでございますが、防火対象物に消防用

設備等を設置する場合、事前に工事着工

届の提出義務、工事後には設置届の提出

が義務づけられております。

　防火対象物の規模によりまして、着工

から設置完成までの期間が１年以上かか

り、年度をまたぐ場合並びに平成９年１

２月５日付、消防第１９２号、消防用設

備等に係る届出等に関する運用について

の通達によりまして、現場検査を省略す

ることができる軽微な工事の範囲が定め

られております。

　消防用設備等の設置工事後に試験結果

報告書というのを添付することによりま

して、その内容を確認することで現場検

査を省略することができることとなって

おり、そのことから、検査届出対象物数

と検査済み対象物数が異なっております。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　それでは、市債と基

金の状況についてのご質問にご答弁させ

ていただきます。

　決算概要の２１ページをごらんになっ

ていただきたいんですが。先ほど、平成

１７年の財政危機のおり、やはり公債費

が一番の問題になっておりました。ここ

の平成２１年度末の現残高を見ていただ

きますと、一般会計で２７７億９，２０

０万円でございます。

　これがピーク時が平成１０年でござい

ます。このときに、４４６億６，０００

万円ございました。率にいたしますと約

６２％まで減ってきております。この残

高に対しまして、他の公債費指標もござ

いますが、ことしの健全化比率で申し上

げますと、実質公債費比率は７．０％と、

全国平均が１１．８％でございますので、

この７．６％は一定先ほどの議論でもあ

りました摂津市の財政規模からまいりま

すと適正な水準であるのかなという理解

をいたしております。

　ただ、この概要のところの割合を見て

いただきたいんですが、普通債が１５７

億８，７００万円、その他、１２０億５

００万円になっています。このその他に

先ほどご指摘の臨時財政対策債でありま

すとか、減収補てん債、退職手当債、い

わゆる建設事業以外に充てた地方債の残

高が４割を越え、およそ半分に迫る勢い

になっているという前提がございます。

　そこで先ほどの議論にもございました

基金の問題でございます。ピーク時主要

基金が９５億円ございまして、現在、５

０億６，０００万円でございます。財政

方といたしましては、少なくともこの５

０億円の基金は今後もきちっと温存して

いかなければならないというふうに考え

ております。ここで市債発行とのジレン

マが生じてくるわけでございます。ご指

摘のとおり、本年度は一般会計で発行額

が３４億２，０００万円、元金償還額３

５億５，０００万円、均衡しております。

普通会計では６，０００万円程度発行額

が上回っておる状況がございます。

　一方、第４次行財政改革では財政運営

の基本方針といたしまして、この平成２
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２年度から２６年度に当たりまして、単

年度で１５億円、５年で７５億円程度の

建設事業費枠を設けております。これと

あと臨財債との兼ね合いでございます。

仮に、１５億円発行いたしますとします

と、臨財債が１１億円程度でございます

ので、ここで２６億円程度となってくる

と。

　それと、この平成２２年から行革期間

中の一般会計の元金の償還の推移なんで

すが、これは３０億円くらいで推移する

と。一定財政といたしまして、この３０

億円というキャップを守る限り、現在の

残高水準は保たれ、標準財政規模がこれ

以上、縮まないとすれば適正な償還能力

が保っているというふうに考えておりま

すので、ここで基金と市債としっかり管

理をしていくと。一番いいのは、残高が

減っていくことでございますが、これも

標準財政規模との兼ね合いがございます

ので、今後の税収等しっかり見きわめな

がら起債の管理をしてまいりたいと考え

ております。

○三好義治委員長　村上委員。

○村上英明委員　２回目も若干ご質問さ

せていただきたいなと思っております。

　まず初めに納税の収入未済額の件でご

ざいますけども、これにつきましては本

年度も約３，４００万円またふえてきて

いるということで、こういう言い方をし

たら悪いんだけど、若干右肩上がりにあ

るのかなというふうに思っております。

　そういう中で先ほども督促を出された

り、また文書で催促をされたり、また納

付相談もされたりということでいろいろ

と対応をされているというように思うん

ですけども、そうしながら欠損額という

のは年々ふえてきているというような状

況でもございますので、そういう形で、

もう一度ここで、例えば仕事の仕組みと

いうのをもう一つ考え直すべきときでは

ないのかなと、そういうふうに思うんで

すけども、そういう中で現体制で今やっ

ておられる方、取り組んでおられる方々

がおられると思いますけども、今後も対

応できていくのかなと。それが逆に６６

０名体制との関係もあるかと思いますけ

ども、この辺で将来的にこの欠損額の減

額に向けて今の原課の職員体制で可能な

のかなと、そういうのを改めてもう一度

考え方をお尋ねをしたいと思います。

　それから、システムの関係でございま

す。法人税市民税、また固定資産税の償

却資産の分でにつきましては平成２１年

１２月から運用開始ということでござい

ます。これにつきましては、しっかりと

システムをつくるということであります

ので、市民の方々が直接足を運ばなくて

もいいといいますか、そういう利便性の

向上にさらに今後取り組んでいってまた

納付率も上げていっていただきたいなと、

そういうふうに思います。これは一つ要

望でございます。

　その一方でシステムに関係しまして一

昨日も三宅委員のほうから質問があった

かと思いますけども、セキュリティー関

係のご質問もございました。こういう中

で、研修の対象が正職員の方であったと

いうふうにご答弁ということで、私認識

しているんですけども、これは直接業務

に携わっておられる方々、臨職の方々、

等ともおられると思いますので、そうい

う方々への研修もやっぱり必要ではない

かなというふうに思うんですけども、そ

の辺の考え方をお尋ねしたいと思います。

　それから、次の寄附金の件でございま

す。これにつきましては、残金を一般会

計に予算化しているというようなことで

ございますけども、一方でこの考え方を

見ますと、やはり寄附者の思いというの
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は人間基礎教育に使ってほしいというよ

うな思いがあって、一法人の方が寄附を

されたんじゃないかなと思いますので、

それの寄附者の思いというんですか、そ

れをしっかりととどめていっていただき

たいなと思いますし、ある意味、残額を

一般会計にするのも一つかもしれません

けども、来年の次の人間基礎教育に使っ

ていくというような形の予算化というの

は必要じゃないかなとそういうふうに思

いますので、このあたりをしっかりとま

た予算の配分を含めて取り組んでいって

いただきたいと思いますし、看板関係等々

もありますけども、それ以外にもしっか

りと人間基礎教育関係の施策で予算化等々

も含めて対応して言っていただきたいな

と思いますのでこれは要望とさせていた

だきます。

　次の、事務報告の工事検査室の関係で

ございます。やはり、先ほど答弁があり

ましたけども、３月１５日までに工事検

査をやっていただくように基本的には原

課に要望しているというようなことでも

ございます。そういう中でこの事務報告

を見ますと、ほかの３月を除きますと単

純計算ですけどもやっぱり２日に１件程

度の検査の件数となっております。

　しかしながら３月は逆に１日に２件ちょっ

と処理をしなければいけないというよう

なことでもございますので、そういう中

で今、検査室、室長も含めて２名だとい

うふうに思いますけども、この辺が今後、

市営住宅の建設等々であれば、例えば今

度出来形検査であるとか、中間検査であ

るとか、さまざまなことでふえてくるの

かなというように思うんです。そういう

中で今後の人員体制、これが対応可能な

のかどうか、１点だけ確認をさせていた

だきたいなとそういうように思います。

　それから、次の消防の関係でございま

す。先ほどインフルエンザということで

ございましたけども、これにつきまして、

委託料が決算の中で１０８万１，１７０

円執行されておりましたけども、この辺

でインフルエンザ対応、全員受診された

のかということも改めてもう一度お尋ね

をしたいと思います。また、消防職員の

方々、皆さんが何らかの形で健診されて

いると思いますけども、本当に１００％

されているのか、改めてお尋ねをしたい

なというふうに思います。

　それから、検査数でございます。これ

は再確認でございますけども、１年以上

の工事検査もしくは運用通達等々でその

辺の乖離があるというようなご指摘も、

ご答弁でもございましたけども、改めて

総括するとすべてこの対象物は検査して

いますよというような認識でいいのか、

改めてお尋ねをしたいなとそういうふう

に思います。

　それから、最後でございますけども、

市債と基金の関係でございます。先ほど

もいろいろとご答弁いただきましたけど

も、やはり摂津市としては、５０億円以

上留保財源があるというような状況の中

で不交付団体であると。先ほどもいろい

ろとご議論がありましたけども、そうい

う中で、市債を発行しながら基金も積み

ながら、そのバランスを考えながらいろ

いろと難しいというふうに思うんです。

　そういう中で先ほどもいろいろとご答

弁ありましたけども、今の摂津市の財政

を支えているのは昔の１１４億円あった

基金を取り崩してきているというような

状況でもございますので、その辺で改め

て５０億円という基金を残す考え方は先

ほどご答弁あったかと思いますけども、

この辺の考え方ですね。将来に向ければ

やはり基金はある程度は積んでおくとい

うのも一つの考え方もありますし、その
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一方で赤字市債を発行しながら、という

財政運営ということもあるかと思います。

そういう中で改めて基金の５０億円につ

いての考え方、将来に向けての考え方、

もう一度お尋ねをしたいなというふうに

思います。

○三好義治委員長　野村課長。

○野村納税課長　収入未済額の縮減の取

り組みについて現体制で今後も対応可能

かという趣旨のご質問かと思われます。

　収納率の向上には、やはり人海戦術と

いうのがもっとも有効かなと考えられま

すが、ご質問の中にもありましたように、

第４次行財政改革の中、職員の６６０名

体制であったり、また、徴収コストが幾

らかかってもいいというふうには私ども

も考えてはおりませんので、担当課とい

たしましては、現有の人員で最大の努力

を図っていきたいと思います。

　また、納税の原則が自主納付という観

点から見ますと、市民サービスの充実と

いう即面もありますが、今年度から実施

させてもらっています軽自動車税のコン

ビニ収納を来年度、市民税、固定資産税

にも拡大して対応できるように現在取り

組んでおりますので、そのあたりで納税

しやすい環境づくりに努めるというのも

一つ大切な業務と思っております。

　同様に、口座振替というのも収納率の

高い部分になりますので、この部分につ

きましても、現在実施していますコール

センターを利用したり、あと、昨年から

実施いたしておりますが、督促状を送付

する際には口座振替の申込書を同封して、

口座振替率の利用の向上ということにも

努めております。そういう両方の面から

今後、収入未済額の縮減への取り組みと

して努力していきたいなと思っておりま

す。

○三好義治委員長　柳瀬課長。

○柳瀬情報政策課長　情報セキュリティー

研修の対象者等の考え方につきまして、

私のほうからご答弁させていただきます。

　現在、情報セキュリティー研修は、過

去約４年にわたり開催させていただいて

おります。これにつきましては、人事課

の職員研修の一環といたしまして開催さ

せていただいておりまして、その性質上、

現時点は対象を正職員というふうにさせ

ていただいております。

　しかし、委員ご指摘のとおり、正職員

以外におきましても臨時職員、非常勤職

員におきましても本市の重要な個人情報

を取り扱う業務を担われておられます。

そのため、当然業務上におきましての個

人情報漏えいの危険性というものは発生

すると認識しております。

　これらを解決するためには人事課職員

研修という枠組み以外で、例えば、専門

家によるセキュリティー講演であったり、

セミナーの開催などといった機会をつく

ることで、非常勤、臨時職員も含めまし

た全職員、摂津市全体としてのセキュリ

ティー意識の向上を図っていきたいと考

えております。

○三好義治委員長　宮木室長。

○宮木工事検査室長　工事検査室の体制

について、これでいいのかというご質問

なんですけれども、工事検査室は、従来

より検査は２名で行ってきた経過があり

ます。それでさらに増員という話なんで

すけれども、６６０人体制では、人員増

の要求というのは非常に難しい面がある

と思います。

　そこで、工事件数につきましては、こ

としで南千里丘の土地区画整理事業及び

南千里丘のまちづくり事業等が終わりま

して、工事検査件数がかなり減ってくる

と思います。それで検査件数が減るがた

めに２名でも何とかいけるんではないか
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と考えております。

　そして、市営住宅の検査なんですけど

も、市営住宅の検査につきましては、担

当課と協議を行い、検査依頼書に基づい

て、臨時検査など必要な検査を実施して、

段階の確認を積んでよりよい構造物をつ

くるように担当原課と協議を行い進めて

まいりたいと考えております。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　職員全体の配置に

も関係いたしますので、職員体制につい

て、また臨時職員の研修について人事課

のほうにも影響いたしますので、ご答弁

を申し上げます。

　先ほど、上村委員のご質問にもご答弁

いたしましたように６６０名の体制を目

指すという中で、職員全体のバランスを

考えて職員配置をいたしております。

　我々といたしましては、やはり業務全

般を見て正職員でないとだめなところ、

臨時、非常勤さんの活用でいけるところ

を全体に見きわめて職員の配置をいたし

ておるところでございます。また、職員

数が減る中、市長がふだんからおっしゃっ

ておられます１たす１は３になるとか、

職員が二役、三役の仕事をしなければい

けないということを我々強く認識をいた

しております。そのため、やはり人材育

成ということにも取り組みをしており、

より一層取り組んでいかなければいけな

いというふうに考えております。

　具体的に納税課におきましては、今年

度大阪府の納税専門の職員の方と人事交

流を行い、現在、人事交流を行っている

真っ最中になろうかとは思います。その

ようなことを一つ一つ取り組みながら職

員の能力向上に努めていきたいというふ

うに考えております。

　それと臨時職員の守秘義務の関係でご

ざいますが、臨時、非常勤の方におかれ

ましては、我々、契約書ということを交

わしております。その中に守秘義務とい

うのを１項設け、採用のときには臨時職

員、非常勤職員であったといたしまして

も、我々正規職員同様、守秘義務という

のが課せられているということは、我々

として説明もしておりますので、その意

味で万全な体制を取り組んでいきたいと

いうふうに考えております。

○三好義治委員長　熊野課長。

○熊野消防本部総務課長　それではイン

フルエンザワクチンを全員接種している

のかということと健康診断についてご答

弁申し上げます。

　平成２１年度の新型インフルエンザワ

クチンにつきましては、厚生労働省が定

める配分、医療従事者を優先して８１名

分の確保、配分でありました。よって、

８１名受診しましたが、残りについては

必要度に応じて救急隊、救急隊を支援す

る消防隊については受診させていただき

ました。

　救急隊に出ないような管理職等を含め

まして受診はしておりませんが、季節性

のインフルエンザワクチン等は全員接種

しております。

　職員の健康診断ですが、全員が人事課

所管の職員健康診断を受診しております。

特に変則勤務者につきましては、一年度

に２回の受診となっております。消防で

は、全職員に対して朝のミーティング、

もしくは勤務引き継ぎ時には、各自の健

康管理、体調管理を注意喚起して職員の

健康の維持増進に努めるようにしており

ます。

○三好義治委員長　森課長。

○森予防課長　消防用設備等の設置後の

検査の省略についてでございますが、こ

れにつきましては、工事後に提出される

検査結果報告書につきまして各消防用設
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備、自動火災報知機設備でありますとか、

スプリンクラー設備でありますとか、こ

ういったものについて免許を持っている

消防設備士が点検を実施いたしまして、

その結果を報告しておりますので、書類

提出をもって現場確認を省略させていた

だいております。

　なお、その後につきまして特定防火対

象物につきましては１年に１回、その他

の対象物にあっては３年に１回、消防用

設備等設置されている消防用設備等の点

検結果報告書というものの提出義務があ

りますので、それを持って確認をしてお

ります。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　主要基金、平成２１

年度で５０億６，０００万円の残が残っ

ておりますが、この主要基金５０億６，

０００万円の考え方というご質問でござ

いますが、臨時財政対策債でありますと

か、資本費平準化債は、平成１３年から

発行したものでございまして、資本費平

準化債は平成１６年から、仮に地方債制

度がなければ、それぞれ臨財債が１１億

円、資本費平準化債が１２．５億円です

ので、２３．５億円財源が不足していた

ということになり、これは通常のこれま

での財政運営でしたら基金から取り崩し、

その収支じりを合わせたという形になっ

てまいります。

　あと、当初予算を組む場合、必ず不用

額相当分という、きつきつには組めませ

んのでいわゆる当初で財政調整基金繰り

入れなり公共施設基金の繰り入れという

のが必要になってまいります。大体、２

０億円から３０億円程度の単年度の基金

繰り入れを前提に置いておかなければな

りませんので、その２か年分といたしま

して約５０億円程度の主要基金、これは

手元に持っておかないと、いざというと

きの市民生活にかかわるような問題にも

発展しかねんということで、我々といた

しましては、５０億円程度の基金を温存

していきたいなと。

　それと、加えて会計管理者のほうで資

金の計画を立てていただいておりますが、

資金ショートしたときに主要基金の繰替

運用でもっていわゆる市中銀行から借り

入れするよりも小さいレートでもって資

金を運用できると。そういう意味でもあ

る一定規模の基金を温存していくのが財

政運営の正道といいますか、王道といい

ますか、そういうことであるかなという

ように考えております。

○三好義治委員長　村上委員。

○村上英明委員　この収入未済額の件に

つきましては、今後しっかりとそれぞれ

職員さんの能力向上に努めていただくと

か、また収納率、さまざまな施策をとっ

て率の向上等も含めて今後の収入未済額

の減額に向けてまた市民から見れば税の

公平性、そういう観点からもしっかりと

取り組んでいっていただきたいと思いま

すので、これもよろしくお願いいたしま

す。

　それから、電子申告システムですね。

臨時職員の方々につきましては、昨年は

この職場であったけども来年、再来年は

次の職場に行って採用されている方々も

中には結構おられると思うんです。そう

いう方も含めて将来的に市民の方々の大

切な情報を預かるということも含めまし

て、臨職の方々、正職の方々すべて含ん

だ研修体制をしっかりとっていただくよ

うに要望とさせていただきますのでよろ

しくお願いいたします。

　それから、検査の件ですね。基本的に

は今後工事検査等々含めて対応可能とい

いますか、していきますよというような

ことだったと思います。その中で現在は
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正職の方１人と、再任用の方１人、合計

２名でやっておられるというようなこと

であったかと思います。私の考えは、基

本的には正職員さんでやっていくという

のが一つの考え方であります。そういう

中で検査というのは、幅広くというんで

すかね、経験というのはどうしても必要

な面もございますので、そういうことも

含めて今後また人事考えていっていただ

きたいと思いますので、またよろしくお

願いいたします。

　それから、消防の健診の件ですね。や

はり消防の方々といいますのは突然の業

務、救急も含めて火事も含めてそういう

ことがあろうかと思いますので、そうい

う面ではやはり現場第一で働いていただ

くのはやっぱり健康なくしてはならない

というふうに思いますので、健診も含め

てまた季節性のインフルエンザ等とも含

めてしっかりと今後ワクチンの接種また

健診率１００％を今後もまた、維持して

いっていただきたいなと思いますので、

またよろしくお願いいたします。

　それから、検査物につきましては、しっ

かりと対象物を安全な形で、市民の安全

を守るという意味も含めて検査を今後も

実行していっていただきたいなと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

　それから、最後なんですけども、市債

と基金の関係でございます。やはりこれ

はなかなかバランスというんですか、難

しい面もかなりあると思います。今回、

赤字債ということでいろいろと発行され

ておりますけども、市債全体とすれば１

億円ちょっと減額になっているというよ

うなことであると思います。そういう中

で将来的なことも含めて、ここ数年、市

税の増収がどうなるのかということもあ

りますし、その一方で扶助費が減るとい

うことは多分ないと思いますので、その

あたりも今までにつきましては、過去の

基金等も温存しながら、また活用しなが

らいうことも財政運営してきたと思いま

すので、このあとも基金の温存の仕方、

またこの市債の発行の仕方をまたしっか

りと考えていって、検討していってバラ

ンスよくやっていっていただきたいと思

いますのでよろしくお願いいたします。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１１時５９分　休憩）

（午後　０時　２分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　認定第５号の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　三宅委員。

○三宅秀明委員　財産区につきましては、

例年ある意味で安定した報告をいただく

んですけれども、最近ですとペイオフが

実際に発動されたりですとか、また施設

の経年劣化等、いろいろな諸条件がかぶっ

てくると思うんですけども、この辺につ

いて今後いろいろと考えて運用していく

べきだと思うんですけども、その点につ

いて現状どのように考えておられるのか

１点お伺いします。

○三好義治委員長　布川参事。

○布川総務部参事　財産区の建物等の経

年劣化が支出の中心でございます。

　財産区は御存じのとおり、その財産を

使って資産をふやすということはできま

せん。維持管理ということがメーンになっ

てございます。今年度の決算でございま

すが、維持管理の委託料とか光熱水費、

そういったたぐいのものがメーンになっ

ておりますが、平成２１年度は会館のフェ

ンス等の修繕が結構多うございました。

それと修繕でございませんが、一番大き
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いもので１，９７０万円支出しました消

防ポンプ車の購入、これはノックス規制

の関係がございまして、高額になりまし

たけれどもこの消防車１台購入というこ

とでございます。今後とも委員ご指摘い

ただきましたように建物も経年劣化して

まいります。常にこういうフェンス等含

めて修繕等随時やっておりますが、とき

には建てかえとかそういうお話も出てこ

ようかと思います。まだ具体的にこの会

館を建てかえたいとかいうお話はお聞き

しておりませんが、近い将来そういう話

もお聞きすることになろうかと思ってお

ります。

○三好義治委員長　三宅委員。

○三宅秀明委員　現状、特に問題が発生

しているというわけではないということ

ですし、私もその辺は承知しながら質問

をしておったつもりです。今後いろいろ

な状況の変化が来ると思います。

　制度上、たしか知事が関連してくるよ

うなことも出てこようかと思いますので、

いろいろと当該団体の状況も踏まえなが

ら、今後とも対応していっていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいた

します。

○三好義治委員長　ほかはありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後０時４分　休憩）

（午後０時６分　再開）

○三好義治委員長　再開します。　

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　討論なしと認め、採

決します。

　認定第１号、所管分について認定する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　賛成多数。よって本

件は認定すべきものと決定しました。

　認定第５号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。よって本

件は認定すべきものと決定いたしました。

　以上で委員会を終わります。

（午後０時７分　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　総務常任委員長　　三　好　義　治

　総務常任委員　　川　端　福　江
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